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（７）介護教室・研修など 

事    業 内          容 対 象 者 

介護員養成研修 

 

 

 要介護、要支援高齢者等に対し、身体介護、生活援助を行

う介護の専門職を養成します。 

 業務に関する技術、知識を持った介護員を養成するため、

厚生労働省令により介護員養成研修の課程その他の事項が

定められています。現在、県内各地で民間養成機関等により

養成研修が行われています。平成 25 年 4 月より、従来の養

成研修の体系が見直され、訪問介護員養成研修 2 級課程は初

任者研修に移行されました。また、訪問介護事業所における

更なる人材確保の必要を踏まえ、生活援助中心型のサービス

に必要な知識等に対応した研修として平成３０年４月より、

新たに生活援助従事者研修が創設されました。 

〈費用〉研修を実施する事業者により異なります。 

受講希望者 

《問い合わせ先》養成研修事業者（P114～参照） 

〈厚生労働省告示で定められた研修時間数〉 

課程 養成研修の目的 対 象 者 研修時間 

初任者研修 

介護に携わるものが、業務を遂

行する上で最低限の知識、技術

とそれを実践する際の考え方

のプロセスを身につけ、基本的

な介護業務を行うことができ

るようにする。 

訪問介護事業に従

事しようとする者、

もしくは在宅・施設

問わず介護の業務

に従事しようとす

る者。 

130 時間 

生活援助従

事者研修 

生活援助中心型のサービスに

従事する者の裾野を広げると

ともに、担い手の質を確保でき

るようにするため、生活援助中

心型のサービスに従事する者

に必要な知識等を習得する。 

生活援助型のサー

ビスに従事しよう

とする者。 

５９時間 

認知症カフェ 

 

 

 

 

＜地域支援事業／包括的支援事業＞ 

認知症の人を支える取り組みやつながりを支援し、認知症

の人の家族の介護負担を軽減するため、認知症の人とその家

族や地域住民、専門職がカフェの形で集います。 

認知症の人とそ

の家族、一般住民

など 

《問い合わせ先》市区町村の高齢者福祉担当課（P118～参照） 

※これらの事業を実施していない市町村もあります。 

家族介護支援事

業 

 

 

〈地域支援事業／任意事業〉 

○家族介護教室 

要介護高齢者の状態の維持・改善を図るため、適切な介護

知識・技術を習得するとともに、外部サービスの適切な利用

方法を習得すること等を内容とした教室を開催します。 

○家族介護継続支援事業 

家族介護者に対する健康相談、介護から一時的に解放され

るための介護者相互の交流会等の開催等により、家族の身体

的、精神的・経済的負担を軽減する事業を実施します。 

要介護高齢者を

介護する家族 

《問い合わせ先》市区町村の高齢者福祉担当課（P118～参照） 

※これらの事業を実施していない市区町村もあります。 
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４．年金・手当  

（１） 年金 

事    業 内          容 

年金相談 【ねんきんダイヤル】 

年金の一般的なお問い合わせは「ねんきんダイヤル」をご利用ください。  

0570-05-1165 （ナビダイヤル） 

050 で始まる電話でおかけになる場合 03-6700-1165 （一般電話） 

受付時間 

月曜日       午前８時 30 分～午後７時 00 分 

火曜日～金曜日   午前８時 30 分～午後５時 15 分 

第２土曜日     午前９時 30 分～午後４時 00 分 

※ 月曜日が祝日の場合は、翌日以降の平日の初日に午後７時 00 分まで相談をお

受けします。 

※ 土曜日、日曜日、祝日（第２土曜日を除く）、12 月 29 日～１月３日はご利用

いただけません。 

【予約相談】 

年金事務所等での対面の相談をご希望の方は、「予約相談」をご利用ください。 

① インターネットからの予約 

受付時間（全日） 午前 8 時 00 分〜午後 11 時 30 分 

② 予約受付専用電話からの予約 

0570-05-4890 （ナビダイヤル） 

050 で始まる電話でおかけになる場合 03-6631-7521（一般電話）  

受付時間 月曜日〜金曜日 午前 8 時 30 分〜午後 5 時 15 分  

※土曜日、日曜日、祝日、12 月 29 日〜1 月 3 日はご利用いただけません。 

 

《相談・手続窓口》日本年金機構 各年金事務所（P123 参照）  

街角の年金相談センター （P123 参照） 

※国民年金に関する手続き（個人事業主や学生の方）、厚生年金保険に関する  

手続き（事業主の方や社会保険事務担当の方）は予約不要です。 

ホームページ 年金に関する各種制度、相談窓口等の詳しい内容は、日本年金機構ホームペ

ージ （https：//www. nenkin. go. jp/ ）でご確認できます。 

老齢年金 【老齢基礎年金】 

 保険料納付済期間と保険料免除期間などを合算した受給資格期間が 10 年以

上ある場合に、65 歳から受け取ることができます。 

 60 歳から 65 歳までの間に繰上げて減額された年金を受け取る「繰上げ受

給」や 66 歳から 75 歳までの間に繰下げて増額された年金を受け取る「繰下

げ受給」の制度があります。 

 

【老齢厚生年金】 

老齢基礎年金を受け取れる方に厚生年金の加入期間がある場合に、老齢基礎

年金に上乗せして 65 歳から受け取ることができます。厚生年金に加入してい

た時の報酬額や加入期間等に応じて年金額が計算されます。 

老齢厚生年金にも 60 歳から 65 歳までの間に繰上げて減額された年金を受
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事    業 内          容 

け取る「繰上げ受給」や 66 歳から 75 歳までの間に繰下げて増額された年金

を受け取る「繰下げ受給」の制度があります。 

なお、一定の要件を満たす方は、65 歳になるまでの間、特別支給の老齢厚

生年金を受け取ることができます。 

障害年金  障害年金は、病気やけがによって生活や仕事などが制限されるようになった

場合に、現役世代の方も含めて受け取ることができる年金です。 

 障害年金を受け取るには、年金の納付状況などの条件が設けられています。

ただし、20 歳前の年金制度に加入していない期間に初診日がある場合は、納

付要件はありません。 

 

【障害基礎年金】 

 国民年金に加入している間、または 20 歳前、もしくは 60 歳以上 65 歳未

満に、初診日のある病気やけがで、法令により定められた障害等級表（1 級・

２級）による障害の状態にあるときは障害基礎年金が支給されます。 

 

【障害厚生年金・障害手当金】 

 厚生年金に加入している間に初診日のある病気やけがで障害基礎年金の１級

または２級に該当する障害の状態になったときは、障害基礎年金に上乗せして

障害厚生年金が支給されます。 

 また、障害の状態が２級に該当しない軽い程度の障害のときは、３級の障害

厚生年金が支給されます。 

 なお、初診日から５年以内に病気やけがが治り、障害厚生年金を受けるより

も軽い障害が残ったときには障害手当金（一時金）が支給されます。 

遺族年金  遺族年金は、国民年金または厚生年金保険の被保険者または被保険者であっ

た方が亡くなったときに、その方によって生計を維持されていた遺族が受ける

ことができる年金です。 

 亡くなった方の年金の納付状況・遺族年金を受け取る方の年齢・優先順位な

どの条件をすべて満たしている必要があります。 

 

【遺族基礎年金】 

 亡くなった方によって生計を維持されていた「子のある配偶者」または「子」

が、遺族基礎年金を受け取ることができます。 

 「子」とは 18 歳になった年度の 3 月 31 日までにある方、または 20 歳未

満で障害年金の障害等級 1 級または 2 級の状態にある方をさします。 

 

【遺族厚生年金】 

 厚生年金保険の被保険者または被保険者であった方が、受給要件を満たして  

いる場合、亡くなった方によって生計を維持されていた「配偶者」、「子」、「父  

母」、「孫」または「祖父母」が受け取ることができます。 

 

各種年金    《問い合わせ先》 

市区町村の国民年金担当課 （P118〜参照）※基礎年金のみの場合 

日本年金機構 各年金事務所（P123 参照） 
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事    業 内          容 

け取る「繰上げ受給」や 66 歳から 75 歳までの間に繰下げて増額された年金

を受け取る「繰下げ受給」の制度があります。 

なお、一定の要件を満たす方は、65 歳になるまでの間、特別支給の老齢厚

生年金を受け取ることができます。 

障害年金  障害年金は、病気やけがによって生活や仕事などが制限されるようになった

場合に、現役世代の方も含めて受け取ることができる年金です。 

 障害年金を受け取るには、年金の納付状況などの条件が設けられています。

ただし、20 歳前の年金制度に加入していない期間に初診日がある場合は、納

付要件はありません。 

 

【障害基礎年金】 

 国民年金に加入している間、または 20 歳前、もしくは 60 歳以上 65 歳未

満に、初診日のある病気やけがで、法令により定められた障害等級表（1 級・

２級）による障害の状態にあるときは障害基礎年金が支給されます。 

 

【障害厚生年金・障害手当金】 

 厚生年金に加入している間に初診日のある病気やけがで障害基礎年金の１級

または２級に該当する障害の状態になったときは、障害基礎年金に上乗せして

障害厚生年金が支給されます。 

 また、障害の状態が２級に該当しない軽い程度の障害のときは、３級の障害

厚生年金が支給されます。 

 なお、初診日から５年以内に病気やけがが治り、障害厚生年金を受けるより

も軽い障害が残ったときには障害手当金（一時金）が支給されます。 

遺族年金  遺族年金は、国民年金または厚生年金保険の被保険者または被保険者であっ

た方が亡くなったときに、その方によって生計を維持されていた遺族が受ける

ことができる年金です。 

 亡くなった方の年金の納付状況・遺族年金を受け取る方の年齢・優先順位な

どの条件をすべて満たしている必要があります。 

 

【遺族基礎年金】 

 亡くなった方によって生計を維持されていた「子のある配偶者」または「子」

が、遺族基礎年金を受け取ることができます。 

 「子」とは 18 歳になった年度の 3 月 31 日までにある方、または 20 歳未

満で障害年金の障害等級 1 級または 2 級の状態にある方をさします。 

 

【遺族厚生年金】 

 厚生年金保険の被保険者または被保険者であった方が、受給要件を満たして  

いる場合、亡くなった方によって生計を維持されていた「配偶者」、「子」、「父  

母」、「孫」または「祖父母」が受け取ることができます。 

 

各種年金    《問い合わせ先》 

市区町村の国民年金担当課 （P118〜参照）※基礎年金のみの場合 

日本年金機構 各年金事務所（P123 参照） 
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事    業 内          容 

年金生活者支援 

給付金 

 年金生活者支援給付金は、公的年金等の収入やその他の所得額が一定基準額

以下の年金受給者の生活を支援するために、年金に上乗せして支給されるもの

です。なお、支給要件に該当しない場合は支給されません。 

《問い合わせ先》 

「給付金専用ダイヤル」 

0570-05-4092（ナビダイヤル） 

050 で始まる電話でおかけになる場合 

03-5539-2216（一般電話） 

受付時間 

月曜日       午前８時 30 分～午後７時 00 分 

火曜日～金曜日   午前８時 30 分～午後５時 15 分 

第２土曜日     午前９時 30 分～午後４時 00 分 

※ 月曜日が祝日の場合は、翌日以降の平日の初日に午後７時 00 分まで相談

をお受けします。 

※ 土曜日、日曜日、祝日（第２土曜日を除く）、12 月 29 日～１月３日はご

利用いただけません。 

 

特別障害給付金  国民年金に任意加入していなかったことにより、障害基礎年金等を受給して  

いない障害者の方について、国民年金制度の発展過程において生じた特別な事  

情にかんがみ、福祉的措置として創設された制度です。 

平成 3 年 3 月以前に国民年金任意加入対象であった学生•昭和 61 年 3 月以

前に国民年金任意加入対象であった被用者等の配偶者が支給の対象です。 

《問い合わせ先》 

市区町村の国民年金担当課 （P118〜参照） 

日本年金機構 各年金事務所（P123 参照） 
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（２）手当   

事    業 内          容 対 象 者 

特別障害者手当

の支給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精神または身体に重度の障害があり、日常生活において

常時特別の介護を必要とする 20 歳以上の方に手当を支給

します。 

・身体障害 2 級（一部を除く。）以上の障害を重複して有

する方 

・身体障害 2 級（一部を除く。）以上の障害を有し、 IQ20

以下の方、または常時介護が必要な精神障害を有する方 

・身体障害 2 級（一部を除く。）以上の障害を有する方ま

たは IQ20 以下の方若しくは常時介護が必要な精神障害

を有する方で、他に身体障害 3 級相当の障害を 2 つ以

上有する方 

・身体障害 2 級（一部を除く。）以上の障害を有する方ま

たは IQ20 以下の方、若しくは、これと同程度の障害ま

たは病状を有する方で、日常生活においてほぼ全面介護

が必要な方 

→国手当額 月額３０，４５０円 

 上記のうち次の方には県の手当を加算 

・身体障害 1～2 級の障害を有し、かつ IQ35 以下の方  

月額 6,850 円 

・身体障害 1～2 級の障害を有する方または IQ35 以下の

方 月額 1,050 円 

 《支給時期》2、5、8、11 月 ※所得制限があります。 

重度の障害のあ

る方 

 

施設入所（特別養

護老人ホームを

含む。）されてい

る方及び三ヶ月

を超えて入院さ

れている方は除

きます。 

《問い合わせ先》市区町村の障害者福祉担当課（P118～参照） 

在宅重度障害者

手当の支給 

 

 

 

 

 

 

在宅の重度障害者の方に手当を支給します。ただし、特

別障害者手当、経過的福祉手当の受給者は除きます。 

・身体障害 1～2 級で IQ35 以下と判定されている方 

  月額 15,９５0 円 

・身体障害 1～2 級または IQ35 以下と判定されている方 

 身体障害 3 級で IQ50 以下と判定されている方 

  月額 6,950 円 

※ただし、65 歳以上で新たに障害者となられた方は対象外 

 《支給時期》4、8、12 月※所得制限があります。 

重度の障害のあ

る方 

 

施設入所（介護保

険施設を含む。）

されている方、三

ヶ月を超えて入

院されている方

及び特別障害者

手当・経過的福祉

手当を受給され

ている方は除き

ます。 

《問い合わせ先》市区町村の障害者福祉担当課（P118～参

照） 
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